
－  － 1

                          

 

平成 25 年 5 月 13 日 

各   位 

会 社 名 江守商事株式会社 
代表者名 代表取締役社長 江守 清隆 
 （コード：9963、東証第一部）

問合せ先 常務取締役管理本部長    揚原 安麿 
 （TEL 0776-36-1133） 

 
会社分割による持株会社体制への移行に伴う吸収分割契約締結 

及び定款の変更（商号及び事業目的の一部変更）に関するお知らせ 
 

当社は、平成25年3月22日付で、平成26年4月1日を目処に会社分割の方式により持株会社体制へ

移行する旨を公表しております。 

当社は、本日開催の取締役会において、持株会社としてグループ会社の経営管理を行う事業を

除く当社の全事業を会社分割により当社の100％子会社である江守商事分割準備株式会社に承継

させる吸収分割契約の締結を承認することを決議し、同日、同社との間で吸収分割契約を締結い

たしましたので、下記のとおりお知らせいたします（以下、この会社分割を「本件分割」といい

ます。）。また、平成25年3月22日付「会社分割による持株会社体制への移行及び準備会社設立に関

するお知らせ」において未定であったもので、今回確定した項目につきましても、併せてお知ら

せいたします。 

本件分割後の当社は、平成26年4月1日付（予定）で商号を「江守グループホールディングス株

式会社」に変更するとともに、その事業目的を持株会社体制移行後の事業に合わせて変更する予

定です。また、江守商事分割準備株式会社も同日付で商号を「江守商事株式会社」に変更する予

定です。なお、本件分割及び定款変更（商号及び事業目的の一部変更）につきましては、平成25

年6月開催予定の定時株主総会による所定の決議及び関係官庁の許認可等が得られることを条件

としております。 

なお、本件分割は、当社の100%子会社へ事業承継を行う吸収分割であるため、開示事項・内容

を一部省略して開示しております。 

記 

 
Ⅰ．持株会社体制移行のための会社分割 
 

１．持株会社体制への移行の背景と目的 

当社グループは、日本、中国、ASEAN の３極を軸とする事業拡大を図っており、近年の業績は、

売上高、営業利益、経常利益、当期純利益とも過去最高値を更新しております。今後アジアの

企業として更に成長していくうえで、各地域の事業環境に機動的に対応し迅速な経営判断ので

きる体制が必要となって参りました。 
このような背景から、戦略的意思決定のスピード向上、経営責任の明確化、グループ全体に

おける資源の最適配分、次世代経営者人材の育成等を検討した結果、持株会社体制へ移行する
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こととしました。 
 今後は、持株会社体制への移行に向け、グループ経営戦略機能と事業執行機能を分離するこ

とで経営責任体制を明確化し、グループガバナンス体制の強化を図って参ります。 

 

２．本件分割の要旨について 

(1)本件分割の日程 

持株会社体制移行準備開始決議取締役会  平成25年3月22日 

分割準備会社の設立     平成25年4月25日 

吸収分割契約承認取締役会（当社及び承継会社） 平成25年5月13日 

吸収分割契約締結     平成25年5月13日 

吸収分割契約承認株主総会（当社及び承継会社） 平成25年6月27日（予定） 

吸収分割の効力発生日    平成26年4月 1日（予定) 

  

(2)本件分割の方式 

本件分割は、当社を吸収分割会社（以下、「分割会社」といいます。）、当社 100%出資の分割

準備会社である江守商事分割準備株式会社を吸収分割承継会社（以下、「承継会社」といいま

す。）とし、持株会社としてグループ会社の経営管理を行う事業を除く当社の全事業に関して

有する権利義務を承継させる物的吸収分割により行います。 

 

(3)本件分割に係る割当の内容 

承継会社である江守商事分割準備株式会社は、本件分割に際して普通株式を4,000 株発行し、

これを全て分割会社である当社に割当て交付いたします。 

 

(4)本件分割に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はございません。 

 

(5)本件分割により増減する資本金等 

当社の資本金に変更はございません。 

 

(6)承継会社が承継する権利義務 

江守商事分割準備株式会社が当社から承継する権利義務は、持株会社としてグループ会社の

経営管理を行う事業を除く当社の全事業に関して有する権利義務といたします。 

当社の上記事業に属する全従業員（パートおよびアルバイトを含む）との間の雇用契約上の

地位及びこれらの契約に基づき発生した一切の権利義務については、承継会社に承継いたしま

す。 

なお、江守商事分割準備株式会社が当社から承継する債務については、併存的債務引受の方

法によるものといたします。 
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(7)債務履行の見込み 

本件分割後、当社及び承継会社の資産の額は、負債の額を上回ることが見込まれており、ま

た、本件分割後の収益見込みについても、当社及び承継会社が負担すべき債務の履行に支障を

及ぼすような事態は現在のところ予測されていません。 

以上より、本件分割後において当社及び承継会社が負担すべき債務につき履行の見込みがあ

ると判断しています。 

 

３．本件分割の当事会社の概要 

 （分割会社） 

平成25年3月31日現在 

（承継会社） 

平成25年4月25日設立時現在 

（1） 商号 江守商事株式会社 江守商事分割準備株式会社 

（2） 所在地 福井市毛矢一丁目6番23号 福井市毛矢一丁目6番23号 

（3） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 江守清隆 代表取締役社長 江守清隆 

（4） 事業内容 化学品、電子材料、電子部品、

合成樹脂、繊維加工剤及び環境

関連商品の販売及び輸出入、並

びに情報システム及びソフトウ

ェアの開発及び販売 

本件分割前は事業を行っており

ません 

（5） 資本金 799百万円 10百万円 

（6） 設立年月日 昭和33年5月26日 平成25年4月25日 

（7） 発行済株式数 10,500,000 株 1,000株 

（8） 決算期 3月31日 3月31日 

（9） 大株主及び持株比率 江守 清隆  34.8% 

江守総業株式会社  3.9% 

日本トラスティ・   3.1% 

サービス信託銀行 

株式会社（信託口） 

株式会社福井銀行   2.7% 

株式会社北國銀行   2.3% 

江守商事株式会社 100% 

(10)  直前事業年度の財政状態及び経営成績 

純資産 10,495百万円（単体） 10百万円（単体） 

総資産 40,513百万円（単体） 10百万円（単体） 

1株当たり純資産 1,000円32銭（単体） 10,000円（単体） 

売上高 53,820百万円（単体） - 

営業利益 738百万円（単体） - 

経常利益 1,355百万円（単体） - 

当期純利益 1,002百万円（単体） - 

1株当たり当期純利益 95円54銭（単体） - 

1株当たり配当金 38円00銭（単体） - 

（注）承継会社につきましては、最終事業年度が存在しないため、その設立の日における貸借対照表

記載項目のみ表記しております。
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〔分割する事業部門の概要〕 

(1)分割する部門の事業内容 

持株会社としてグループ会社の経営管理を行う事業を除く全事業 

 

(2)分割する部門の経営成績（平成 25 年 3 月期実績） 

 分割事業 

(a) 

単体 

(b) 

比率 

(a)÷(b) 

売上高 53,820 百万円 53,820 百万円 100％

 

(3)分割する資産、負債の項目及び金額 

平成 25 年 3 月 31 日現在 

資産 負債 

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額 

流動資産 21,099 百万円 流動負債 17,313 百万円

固定資産 543 百万円 固定負債 -百万円

合計 21,642 百万円 合計 17,313 百万円

（注）当社の分割する資産及び負債については、上記金額に分割期日前日までの増減を加除

した上で確定いたします。 

 

４．会社分割後の状況（平成 26 年 4 月 1日（予定）） 

 （分割会社） （承継会社） 

（1） 商号 江守グループホールディングス

株式会社 

＊平成26年4月1日付で、現在の

「江守商事株式会社」から「江守

グループホールディングス株式

会社」に商号変更予定 

江守商事株式会社 

＊平成26年4月1日付で、現在の

「江守商事分割準備株式会社」

から「江守商事株式会社」に商

号変更予定 

（2） 所在地 福井市毛矢一丁目6番23号 福井市毛矢一丁目6番23号 

（3） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 江守清隆 代表取締役社長 江守清隆 

（4） 事業内容 グループ会社の経営管理等 化学品、電子材料、電子部品、

合成樹脂、繊維加工剤及び環境

関連商品の販売及び輸出入、並

びに情報システム及びソフトウ

ェアの開発及び販売 

（5） 資本金 799百万円 450百万円 

（6） 決算期 3月31日 3月31日 

（7） 純資産 10,495百万円 4,339百万円 

（8） 総資産 23,200百万円 21,652百万円 
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５．今後の見通し 

承継会社は当社の100％子会社であるため、本件分割が当社の連結業績に与える影響は軽微で

あります。また、当社の単体業績につきましては、本件分割後、収入はグループ各社からの配

当収入、不動産賃貸収入、経営指導料収入が中心となり、また費用は持株会社としての運営経

費が中心となる予定であります。 
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Ⅱ．定款の変更 

１．定款変更の目的 

持株会社体制への移行に際して、当社の商号を「江守グループホールディングス株式会社」

に変更し、また、当社の事業目的を持株会社としてのグループ会社の経営管理にする等、所

要の変更を行うものであります。なお、定款変更につきましては、定時株主総会において関

連議案が承認可決されること及び本件分割の効力が発生することを条件として変更の効力が

生じるものとします。 

  

２．定款変更の内容 

変更の内容は次のとおりであります。 

（下線部分は変更箇所を示しております。） 

現 行 定 款 変  更  案 

（商 号） （商 号） 

第１条 当会社は、江守商事株式会社と称し、
英文ではEMORI&CO.,LTD.と表示する。

第１条 当会社は、江守グループホールディン
グス株式会社と称し、英文ではEMORI 
GROUP HOLDINGS CO.,LTD.と表示する。

（目 的） （目 的） 

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的
とする。 

第２条 当会社は、次の事業を営む会社（外国
会社を含む。）、組合（外国における
組合に相当するものを含む。）その他
これらに準ずる事業体の株式または持
分を所有することにより、当該会社等
の事業活動を支配し、管理することを
目的とする。 

1.～18.   （ 省 略 ） 

（ 新 設 ） 

(1)～(18)  （現行どおり） 

2.当会社は、前項各号およびこれに附帯
または関連する一切の事業を営むこと
ができる。 

第３条～第49条 （条文省略） 第３条～第49条 （現行どおり） 

（ 新 設 ） 附則 

  第１条（商号）および第２条（目的）の規定の
変更は平成26年４月１日をもって効力が生じる
ものとする。なお、本附則は効力発生日の経過
をもってこれを削除する。 

 

３．定款変更の日程 

定款変更のための定時株主総会  平成25年6月27日(予定) 

定款変更の効力発生日   平成26年4月 1日(予定) 

以 上 


